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　台湾新力国際(Sony Taiwan Limited)は日本のソニー
株式会社の100％子会社として、民生品やＩＴ製品等
の販売業を営む。
　同社はテレビ(BRAVIA)、DVD、デジタルカメラ
(Cyber Shot)、パソコン(VAIO)等の民生品と半導体や
液晶関連の電子部品等の半導体の販売を柱としている。
日系の総合電機メーカーとしては最も早く台湾に拠点
進出した会社の一つである台湾新力国際だが、台湾と
日本の発展に民生品、ＩＴデバイス等を通じて貢献し
ている。今回は台湾新力国際(股)有限公司の坂井賢司
董事長にお話を伺った。

台湾新力国際(股)有限公司

坂井賢司董事長

Think Globally, Act Locally 

―御社の台湾進出のきっかけについてお聞かせく

ださい。　

　当初、台湾に４つの機能がございました。1960

年代に出来た民生品（最初の頃はテレビ、トランジ

スタラジオ等）を扱う代理店、1980年代前半に設

立したビデオ工場（現在は無し）、1980年代に台湾

全体を管理する目的で建てられた代表人事務所、そ

して 1990年代前半に出来たCCD, Optical Device、

半導体部品を扱う販社の計 4つの機能です。2000

年頃にソニー本社で一国一拠点というのを打ち出し、

台湾新力国際 (ソニー台湾 )として 2000年 4月に１

つの会社に統合しました。

―御社の会社概要についてお聞かせください。

　従業員は全部で約 450名、そのうち日本人は 20

～30名です。現在は10の部門に分かれていますが、

大きくは5つのカテゴリーに分けることが出来ます。

管理系の管理支援部、台湾国内のマーケティングを

中心としたB to C（コンシューマー向けの消費製電

子製品部門、放送機器を扱う放送テレビ専業設備部

門、記録メディアを扱う記録媒体部門の 3部門）、

デバイスビジネスのB to B（半導体等デバイス関係

の電子部品部門、リチウム電池を扱うエネルギー部

門、工場オートメーションの生産設備部門、ケミカ

ル関係を扱う化学関連製品部門の 4つ）、研究開発

でデバイス系R&Dの LSI及びモジュール設計研究

センター、そして国際購買拠点である IPO&商品化

技術サポートの運搬管理センターの計 5つです。

　売り上げの割合ですが、おおよそですが、民生品

が 3割、それ以外のキーデバイスが 7割と言ったと

ころです。民生品ですが、SONYの顔とも言える

BRAVIAを中心としたテレビ，VAIOのパソコン、

Cyber Shotのデジタルカメラ、アルファーの一眼

レフカメラ等が主力です。BRAVIAはソニーの命運

を握っている製品と言っても過言ではありません。

台北 101での花火、空港、駅（台湾新幹線の高雄左

営駅の大広告等）等で大々的に宣伝し、ようやく台

湾国内でも認知されてきたと感じております。昨年

9月から台湾市場にBRAVIAを投入して以来、台湾

液晶テレビ市場の販売額ベースシェアは20％以上で、

トップシェアです。キーデバイスの方ですが、イメー

ジングデバイスであるCCDを中心とした部品、パ

ソコン、携帯電池用のリチウム電池の販売が中心です。

―最近台中港に物流センターを作ったとお聞きしま

したが、本件についてお話いただけますか。

　今年の 3月から構想を練り始めたのですが、8月

の初旬には開所することが出来ました。このように

素早く開所出来た事は、一重に行政院経済建設委員

会の何委員長、経済部の陳部長、工業局の陳局長、


